
別紙３(⑧)

社会福祉法人名　　　社会福祉法人　白千鳥会

拠点区分　　　　　　白千鳥会拠点

（単位：円）

9,304,683 5,108,373 0 0 1,389,011 903,210 0 0 7,915,672 4,205,163 22,280,228 15,429,837 30,195,900 19,635,000

9,304,683 5,108,373 0 0 1,389,011 903,210 0 0 7,915,672 4,205,163 22,280,228 15,429,837 30,195,900 19,635,000

6,268,586 0 0 0 447,109 0 0 0 5,821,477 0 3,632,623 0 9,454,100 0

37,927 0 0 0 37,922 0 0 0 5 0 8,249,527 530,000 8,249,532 530,000

1,373,437 0 1,942,600 0 458,981 0 0 0 2,857,056 0 5,497,731 0 8,354,787 0

849,420 0 0 0 229,680 0 0 0 619,740 0 1,422,900 0 2,042,640 0

8,529,370 0 1,942,600 0 1,173,692 0 0 0 9,298,278 0 18,802,781 530,000 28,101,059 530,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,018,500 0 1,018,500 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1,018,500 0 1,018,500 0

8,529,370 0 1,942,600 0 1,173,692 0 0 0 9,298,278 0 19,821,281 530,000 29,119,559 530,000

17,834,053 5,108,373 1,942,600 0 2,562,703 903,210 0 0 17,213,950 4,205,163 42,101,509 15,959,837 59,315,459 20,165,000

0 0 0 0 0 0

17,834,053 5,108,373 1,942,600 0 2,562,703 903,210 0 0 17,213,950 4,205,163

（注）１．「うち国庫補助金等の額」については、設備資金元金償還補助金がある場合には、償還補助総額を記載した上で、国庫補助金取崩計算を行うものとする。

　　　　　ただし、「将来入金予定の償還補助金の額」欄では、「期首帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」はマイナス表示し、実際に補助金を受けた場合に「当期増加額」の

　　　　「うち国庫補助金等の額」をプラス表示することにより、「差引」欄の「期末帳簿価額」の「うち国庫補助金等の額」が貸借対照表上の国庫補助金等特別積立金残高と

　　　　一致することが確認できる。

　　　２．「当期増加額」には減価償却控除前の増加額、「当期減少額」には当期減価償却額を控除した減少額を記載する。

差　　引

　車両及び運搬具

　器具及び備品

　有形リース資産

その他の固定資産（有形固定資産）計

その他の固定資産（無形固定資産）

　ソフトウエア

その他の固定資産（無形固定資産）計

その他の固定資産計

基本財産及びその他の固定資産計

将来入金予定の償還補助金の額

基本財産（有形固定資産）

　建物

基本財産合計

　建物

うち国庫補

助金等の額

うち国庫補

助金等の額

その他の固定資産（有形固定資産）

うち国庫補

助金等の額

うち国庫補

助金等の額

うち国庫補

助金等の額

基本財産及びその他の固定資産（有形・無形固定資産）の明細書

（自）　令和 6年 4月 1日　　（至）　令和 7年 3月31日

資産の種類及び名称

期首帳簿価額（Ａ） 当期増加額（Ｂ） 当期減価償却額（Ｃ） 当期減少額（Ｄ）
期末帳簿価額

（Ｅ＝Ａ＋Ｂ－Ｃ－Ｄ）
減価償却累計額（Ｆ）

期末取得原価（Ｇ＝Ｅ＋

Ｆ）

うち国庫補

助金等の額

摘要

うち国庫補

助金等の額



別紙３(⑨)

社会福祉法人名　　社会福祉法人　白千鳥会

拠点区分　　　　　白千鳥会拠点

（単位：円）

目的使用

2,467,874

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

2,467,874 0

( 0 ) ( 0 )

（注）

１．引当金明細書には、引当金の種類ごとに、期首残高、当期増加額、当期減少額及び期末残高の明細を記載する。

２．目的使用以外の要因による減少額については、その内容及び金額を注記する。

３．都道府県共済会または法人独自の退職給付制度において、職員の転職または拠点間の異動により、

　退職給付の支払を伴わない退職給付引当金の増加または減少が発生した場合は、当期増加額又は

　当期減少額（その他）の欄に括弧書きでその金額を内数として記載するものとする。

0

計 2,339,500 2,339,500 2,467,874

賞与引当金 2,339,500 2,339,500 2,467,874

0

引当金明細書

（自）　令和 6年 4月 1日　　（至）　令和 7年 3月31日

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘要
その他


